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引当金の用語について

一
引当金会計の純化に関連して一

、7 泉 明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エの
　引当金は，英米のReserveの訳語として造語されたものであるが・わが国

　　　　　　　　　　　　　エのの初期の引当金規定をみると，語源であるReserveほどの多種の意味をもっ

たものではない。より純化された内容でいい表わされている。

　引当金の意味も時代の経過とともに次第に変化してきたが，過日の商法改
c3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c4｝

正により制定された第287条2の規定は，産業界が広義解釈をし，多数の引

当金を出現せしめる結果となった。それは，以前米国でreserveという用語

が財務諸表上いくつもの性質を表わすものとして使用され，混乱を招いた事

情に通ずるものがある。憂慮すべきは，費用配分を適正ならしめる期間損益

計算的な立場から認められる引当金勘定が，かえって期間利益の平準化に利

用される傾向にあることである。明瞭性の原則からしても財務諸表の上で使

用する用語は，その内容が明確であり，純粋なものであるべきであろう。

　本稿は，米国のreserve論争を跡づけ，現在財務諸表上如何なる整理がな

されているかを論じつつ，わが国の引当金の内容を純化することにより，用

語の使用を整理限定しようとするものである。

注Q）太田哲三稿「引当金なる用語の限定」（「産業経理二23巻4号　6ページ）

　　（2）昭和9年の商工省臨時産業合理局財務管理委員会が制定した7財務諸表準則」

　　の中に引当金勘定の規定がある。これが公的に初めて使用されたものである。

　　（3）昭和38．年4月1日施行。関連する法務省令「株式会社の貸借対照表及び損益計

　　算書に関する規則」も同日施行されている。

　㈲　商法は，引当金について定義を下していないので，解釈上その意義ないし範囲

　　が問題となる。広義説によれば「一種の秘密積立金のようなものも入ってくる」
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（「商事法務研究」264号　13ページ，上田明信発言）とするもので，その範囲は，

条件付債務以外の負債性引当金および留保利益たる積立金一剰余件引当金が含

まれる，

　　　　　　　　　　　　　の
1　米国におけるReserveの混乱

　1948年にAIA（米国会；1士協会，1957ili　A　ICPAと改称）の会計手続委員

　　　　　　　　　　　　　ロ会が公表したBuStetin　No．34は，　reserveという川語の使用制限を勧告し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
たものてある。この公報の要約は，次の通りである。

（1）貸借対照の中で，資産勘定から控除されているもので，一般に評価性引

　当金とされている貸方残高には，reserveという川語の使川を中止する。

すなわちReserx・e　for　Bad　DebtsやReserve　for　DePreciation という項

　日は、一貸倒見積り控除」（le∬e∫ti〃iated　urlco〃ectibtes）や「減価償却控除」

（less　atnartixatio？t　to　date）という用語で表示すべきである。

f2）その事象の実現に関して，あるいぱその金額について不確実の要素のあ

　る負債の項口にぱreserveという川語の使用を中止する。代りに，「見積

り負債」（estimated　liabitities），あるいは「負債見積り額」（tiabitities　of　esti一

　mated　at・IOttnt）というような用語に変えるのがよい。

（3）reserveという用語の使用は，　r偶発損失留保金」　（Re∫e・we　for　generat

　Co鋤・g例cfθ・）の如く剰余金に含められる勘定にのみ限定すべきである。

　この公報は，財務諸表でreserveという用語が，種々の意味に使用される

ことか、reserveの内容を不明確にし，更には期間損益計算を歪曲する原因

ともなっていることに注日し，用語の使用を限定することにより，損益会計

と積立金会計の混合接触を排除しようとしたものである。

　当時のreserveを分類整理すると次の様になる。
　　　　　　　　　　　　　　　　くり
　reserveの性質にもとつく分類方法によれば，

　Ll）　評価性Reserve

笹二Reserてle　for　DePreclation
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　c2）　負債性Reserve

　　　例：Reserve　for　Pensions

　（3）　資本性Reserve

　　①　剰余性積立金

　　　　例：「減債基金積立金」（Reserve　for　Slnking　Fttnd），「工場設備拡張

積立金1（Reserve　for　Ptant　Extension）等

　　②　評価替による架空資産

例：「評価替積立金」（Reserve　fOr　APPra　

isat　Increase）

　この分煩方法は，reserveの用語をもって示されている多くの項目を分類

整理しそれぞれの特質を明らかにし，それにより貸借対照表への表示方法

を決定しようとするものである。これは，reserve論議の支配的なものであ

り，わが国における引当金に関する通説の中にもみられ，今日の企業会計原

則が採用しているものである。その特徴は，「引当てられた結果生ずる引当

　　　　　　　　　　　　ふ
金自体の性格を問うもの」で，財政状態を表示する見地から重要視されてい

るものとみられる。この分類を貸借対照表の表示区分に充当すると次のごと

くなるc

資　産　の

控除形式．二より

評f面性及び償却

1生Re・erve

，H：　　負　債　の

　一1－一

　　　負　債

　　　Reserve
　　　　　　　　　　　　　　
　
‘

陥 資 本 の 8

性　　資本金　　　　

　この性質にもとつく分類によれば，貸借対照表の資産の部に控除形式で掲

げられるreserveおよび負債の部のreserveについては，　reserveという用語

の使用を中止し，資本の部に示される，上図（太い枠の部分）の資本剰余金，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
利益剰余金の内容をもつものについてのみ使用するよう勧告したのである。

　米国におけるreserveの分類にはもう一つの方法がみられた。それは，以
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上の引当てられた結果生じたreserveを性質にもとづき分類整理するのとは

対照的に，引当てられる原因にまで湖る方法である。二こでは，reserveが

如何なる目的をもって設定されるかが中心問題となる。前述の性質にもとつ

く分類では，引当金の実体が明らかにされず，貸借対照表における分類表示

に重点が置かれていると言うことができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しり
　Finney＆Millerは，　reserveの原因に従い次の様に分類している。

　（1）費用勘定に引当てられるもの

　②　剰余金勘定に引当てられるもの

　㈲　資産勘定に引当てられるもの

　この方法は，米国のreserve分類研究の中心的理論とはならなかったので

あるが，性質にもとつく分類とは異なり，reserveが如何なる目的をも一、て

設定されるかが問題となる。その特質は，「損益計算的見地に立ち，損益計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐなハ
算書の各項目についてその性格を吟味すること」にあるといえよう。この分

類による費用勘定に引当てるものとは，性質による分類の評ll‖i性Reserve　ts

よび負債性Reserveが含まれる。また剰余金勘定に引当二られるものとに，

剰余性積立金であり，資産勘定に引当てられるものとは，詳f而替による架空

資産一評価替積立金ということになる。

　米国におけるreserve会計は積立金会計の中に整理されたのであり，その

命題は損益会計との混合を拒否することにあった。reserveなる用語の使旧

を，原因別分類による剰余金勘定および資産勘定に引当てられるものにのみ

限定したのは，財務諸表で種々の意味に用いられたreserveを純化限定する

ものであった。reserve会計に潜在する利益操f乍の可能性を，用語の使川を

制限し一本意を純化，認識することにより，排除しようとしたものであ

る。

　AIAの公報による勧告と時を前後してAAA（米国会。｛学会）㌧またいく

つかの意見を表明している。1948年に公表した「会社財務諸表会計諸概念お

　　　　　　　　　　　トめよび諸基準」の改訂版においては，reserveという表現の不統一性を指摘し，
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当時の実務界がしばしば採用していた貸借対照表貸方の負債と資本との中間

に「リザーブの部」を設けることについては，そのような特別な分類区分を

設けるべきでなく，リザーブの一つ一つは，資産または負債の評価勘定，あ

るいは負債，あるいは留保利益の何れかに所属させるべきであると撤廃を勧
〔1’）

告している⊃

　AAAは，これまてにもresere会計に利益操作の可能性が潜在しているこ
　　　　　　　　　い　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ

とを警告してきたが，つづいて1950年に公表された追補勧告第一号は，更に

この問題の展開を試みている。追補勧告第一号がreserveに関して主張して

いることは，①reserveという用語を財務諸表の中で使用することを断念す

ること。②公表される貸借対照表の中に見受けられる「リザーブの部」は廃

止して，それを構成していた部分を，資産よりの控除，あるいは負債，ある

いは留保利益として示すことの二点についてである。

　①についてはこれまでのAIAの公報でも，　AAAの報告書に於ても，

reserveという用語の使用を，積立金会計の諸表題にのみ限定するよう勧告

してきたものてあった。これが追補勧告第一号では，全面的に使用を中止す

るというのである。その主張理由は，一般的用語としてのリザーブとは，必

要に応じうるために現金又はその他の資産をあらかじめ手許に保持しておく

ものを意味している。それに対して会計においては，貸借対照表の中の各種

の項目の表題を示すものとして使用され、その内容は留保利益，資産の評価

額および資産の償却額，それに負債を含んている。もし従来通りreserveの

使用を，株主持分てある留保利益すなわち積立金の諸表題に限定することの

勧告で終t．ているならば，会計用語上の改善とはなるが，一般的な意味との

対立は依然として残されることになる。故にこの用語の使用を全面的に断念

することによって，財務諸表上の諸表題をより明瞭なものとし，一般人の財

務諸表についての理解を助：ナ，結果としてreserve会計の混乱に終止符がう

　　　　　　　　　　　くゆ
たれようというのてある。

　②の「リザーブの部」の廃止については，1948年に公表された改訂版以来
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引続き主張されてきたものである。性格の異なる各種のreserveの項目を一

つの部の中に分類することは誤解を招く恐れがあり，reserveとい・）用語の

使用を断念するなら，続いて「リザーブの部」を廃止し，代ってもっと厳密

な分類と，個々の項目については内容を適格に示す表題に改善すろ二とが必

　　　　　　　　　　　ロゆ
要であるという主張である。

　AIAとAAAとの間には，　reserveの用語の使用に関して若干の相違が

みられた。AIAは，留保利益である剰余金にのみ限定使用を勧告し二いる

のに対して，AAAは，財務諸表一ヒからreserveの用語を全廃する二とを主

張している。ただし両者共この用語が多種類の性質を表わすものとして使用

されることが，利益操作の可能性を増加させ，損益の報告を無意義とするこ

とを警戒し，これに対処するにはreserveの内容を純化し，用語使用を限定

していくことが有効であるという主旨においては一致している。わが国の引

当金会計の実情をみるときこの米国会計界の討論を見逃がすことはできな

いo

　勧告の効果は除々に一般に徹底してきているといえよう。AICPAが継
lu、1

続的に実施している600企業の財務諸表の分析研究によれば，公表貸借対照

表において使用されている用語は次の如き変化をたどっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
　貸例見積り控除（EY倒引当金）を表わすもの。

　　　　　　　　　　　　1965　　　　1960　　　　1955　　　　1950　　　　1948

　　　Allowallce　for……　324　　　282　　　248　　　169　　　88

　　　Reserve　for………　102　　　155　　　181　　　248　　　337

　　　Provision　for……　　　29　　　　38　　　　31　　　　37　　　　29

Reserve　for　Bad　Debts　itま，　Allowance　for　Doubt∫ut　Accountsにごって

変りA，　H－’般化している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒエリ
　減価償却控除（減価償却引当金）を表わすもの。

　　　　　　　　　　　　1965　　　1964　　　1960　　　1955　　　1950　　　1948

　　　Accumulated……　378　　351　　266　　190　　98　　42
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　　　Allowance　for……105　　112　　129　　127　　108　　　74

　　　Reserve　for　………67　　　75　　118　　166　　275　　396

　　　Depreciation　for…43　　　52　　　71　　　85　　　80

Reser・ve　for　DePreciationは，ほとんど姿を消し，代ってAccumutated

DePreciationの表題が広く支持され使用されるようになった。

　貸借対照表負債の部で法人税（lneeme　Tax　Lfαb櫛y）の表示として伝統的

に使用されてきたものは，Estimated，　Provision，　Reserve，　Accruedといっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
た用語である。その趨勢は次の通り変化している。

　　　　　　　　　　　　1965　　　　1960　　　　1955　　　　1950

Estimated　for………　　49

Provision　for………　　　38

Reserve　for…………　　12

Accrued　for……・…・・　　97

　　　　　　　　　　196

　注　その他の用語は省略。

112　　　131

63　　　93

19　　　22

㊤　　．．10t＿

280　　　347

109

130

48

122

409

　この表から，伝統的に使用されていた用語が年毎に低減しているが，代っ

て「法人税」（lneome　Taxes，1965年361社）とか「税金」（Taxes，同年　ユ2社）

といった単統な表題が増加している。特にreserveの使用は，1965年の時点

で600社中12社ということで消滅するのも間近い。

　一方，資本の部に属する留保利益の中にみられたreserve項目に、ま次のよ

うな変化がみられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り従業員福利厚生準備金（E，nptOyee　Benefit　Reserves）

　　　　　　　　　1965

Reserve…………・・…・　　70

Deferred　……………　　27

Provision……・…・・…　　16

Accrued　………・…・・　　3

1960　　　　1955　　　　1950

　68　　　　56　　　　75

13 14 13
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　　Variolls　other　terms…20　　　35　　　26　　　9

　　　　　　　　　　　　　136　　　　　116　　　　　　96　　　　　　97

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
将来の税金の準備として積立てられる納税準備金（Tax　Reserves）

　　　　　　　　　　1965

Reserve・・……………◆　　62

Provision……・・・…　…　　　8

Deferred　……………　437

N7arious　other　terms　－・　23

　　　　　　　　　　530

1960　　　　1955　　　　1950

　75　　　　49　　　　37

　6　　　　3　　　　5

127

208

28

80

10

52

　従業員の「福利厚生準備金」と「納税準備金」に関しては，reserveの使

用の変化はみられない。

　次に掲げたの’は，自家保証積立金等を内容とする保険準備金（伽・’απcθ
（：’u

Reserτ・es）についてである。

Reserve………………

Provision……………

一ユ965

Xiarious　other　terms…

57

1

4

62

1960

　80

　2

　3

　85

1955

　98

　5

　9

112

1950

136

　7

　8

151

　ここでは，年毎にreserveの使用の減少がみられるが，前掲のいくつかの

場合と異なり，その原囚は，積立金をする企業が減少したことにある。むし

ろここで注目すべきことは，1965年の総計62社が積立てをしているが，その

うちの60社は留保利益として資本の部のヒに表示しており，2社のみが流動

負債の中に含めていることである。

　今日まで，資本の部の留保利益（積立金）を示すものとしてreserveの用語

は生き続けているようであるが，資産の償却および評価の諸項目や負債を表

わ＋二のとしてはほとんど使川されなくなっている。

　AAAが，　reserveの使用を全全的に廃止するという報告1旦の意見は徹底
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するまでに至っていない訳であるが，AIAの利益留保に含められる勘定に

のみ限定して使用するとの勧告は，一般に浸透したとみられよう。尚貸借対

照表の負債の部と資本の部の中間にみられた「リザーブの部」は，AAAの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
廃止勧告にかかわらず今日でも公表貸借対照表の中に見受けられる。

注（1）reserveは，わが国での引当金、準備金，積立金のいつれをも含めて総称するの

　　で訳出しな1、・こととした．

〔2）Aecounting　Researcfe　Bultetins　t　k，1939年にその第1号が公表されたのである

　　が，特、二．1953年迄；二公表されたBuUetinsのうち，会計用語に関する8部は

ACCOttnting　Tei・miアτobgy　Bttltel｛ns　No、1：Reviettlαnd　Res“ine、1953、として

　　　集約刊行された」No．34もこれ；二集録されているL

　　（3）H．A．　Finney＆H．　E．　MMer，　Principl．es　of　Accottnting：Intermediate，　New

　　　　York　1952，　P．129．

　　（4）Fi【mey＆Miller，　oノ・．　cit．、　PP．576　577参照。

　（5）関口重之稿「引当金の本質」（「産業経理」21巻10号　158－159ページ）

　（6）Finney＆Miller，　op．　cit．，　P．576参照。なお，・Rcscrveの性質にもとつく分

　　類」で一mal：支持されているのは，　Sanders，　Hatfield＆Moore，　A　Statement　of

　　Accottning　Prlnciples，　New　York　1938，にみられる四分類説のようである。すな

　　わち，

　　　‘1）評価｛生Reserve

　　　2）負債性Reserve

　　　　t3）　剰余性Reserv（・

　　　　引　偶発仕ReserVe

と分類するのであり，1953年のAceOunting’1’erininot．　og　．y　Bttlletins　No・1は，

　　こμと同様の分類をしているL

　　　この四分類のうち偶発｛t9　Res．　erveとは，例として偶発損失留保金（Reserve　for

　　Continge〃eies）が掲げられているが，これは本来的には剰余性Reserveに含めて

　　差亥えないものである。Johnsonも剰余性Reserveの例として，偶発損失留保金

　　を渇げている。（Arnold　W．　Johnson，　Ir、termediate　AccOu　zting，　New　York　1961，

　　　P．436）、尚，Finney＆Millerの資本性Reserve（∧窃tvorth　reservの　とは，こ

　　の剰余性Reserveと同一である。わが国においてreserveの分類をみる場合，

　　Finney＆Millerの三分類説の方が誤解を防ぐためにもよいと思われる。特に，

　　1企業会計原則」i財務諸表準則」「財務諸表規則」が，資本剰余金としている評

　　川替剰余金（評flHi替積立金）が，米国のreserve会計の本来的なものの一つとさ
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　れていることは，reserveの本質を確認するのに役立とう。

（7），Finney＆Miller．　op．砿，　p．576．

（8｝関ロ重之稿　前掲論文　159ページ。

⑨　AaCOunting　cancePts　and　standards　underlying　COrp顕te五η助磁Z　State－

　ment5，1948　RevisiOn．　AAAでは，会計原則（または会計諸基準）に関する一連の

　公式報告書を発表してきているが最初のものは1936年にA㏄o岨ting　Review誌6

月号ヤこtXtiiS2されたA　temative　Statement　o王　aCCOttnting　Pt－inCiples 　affeCting

cOrpmate　reportsである。この改訂版が1941年UC　ACCOtenting　PrinCiples　under一

　垣㎎cOr郷館方ηα姻Statenzentsと題し発表され，この1948年のRevision

　は二回目の改訂版である。

OO）拙稿「引当金の本質と属性」（『長崎外語短大論叢』第8号　58ページ）参照。

　尚「リザーブの部」（Reserve　seCtion）の撤廃についての勧告は，1950年のAc－

　COunting　Review誌に公表されたSupplementary　Statment　Ne・llこも引継が

　れている。

ω　1936年公表のAtentatine　statement　ef　acconnting　pri”Ciples　affecting　cer－

　pmate　rePOrtsでは，　Measurement　of　incomeの項⑬で，「ある期間（好況時）に

　巨額の営業用Reserveを設け．その後の期間（不況時）にその期の損益計算書に

　計上したくない損失を，このreserveを取崩し充当するという実務によって利益

　の平均化をしてはならない」と警告している。1941年の改訂版では，lneomeの項

　（4）で．「利益又は剰余金を充当するか，あるいは期間費用の過大表示によりreserve

　を設定しておき，その後において，それ以後の会計期間に属する費用および損失

　をこの引当金に充当することにより利益を操作したり平均化すべきでない」との

　べ，損益会計と積立金会計の峻別一その両方にreserveがまたがっていること

　の警告をしている。

⑫　AAA，　Supptementarv　statement　No．1，　Resemes　and　retained　inCOMe，1950．

⑬　AAA，　Sup♪lemeiuary　stat¢rnent　No．　1の中のCOnclusiOnsの項及びDiscussiαn

のUse　o了　the　Terin‘‘Reserne”の項参照。

a4　DisczassionのBalance　sheet　clas5ifioatiOnの項参照。この箇所では更に詳細

　な討論が行なわれている。すなわち，当該期間ではなく，明らかに次期以降に照

　応すると思われる資産価値減少の予想損失額は，資産から控除する項目としてで

　はなく報告書の脚注に示すか，もしくは留保利益（積立金）として分類する。見

　積り金額による負債は，その他t般の負債と同部類に含め，示した金額が見積り

　であることをその表題に示すか脚注で明らかにする。債権者の請求権で，その存

　在が実現性のない偶発的性格のものは脚注に示すか，貸借対照表上に掲記するの
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↓15）　AICPA，　Accα‘nting　Trends　and　Teclmiqttes加Pttblished　Annttal　Reノ）Orts，

　New．　Y《）rk　1966．

・16）AICPA，　op．　cit．．　pp．52－53。　尚各年度の合、ll’が600に達していないのは，そ

　れ以外の種々な用語を使っているものをここでは不必要なので省略したからて撒，

　る。注d7）も同様・。

fl7）　AICPA，　o♪．　cit．，　pp　76－77

　18）AICPA，　o♪．　cit．、　p．107

c19）　AICPA、　oノ》．　cit．，　PP．125－126

⑳　AICPA，　o♪．　cit．，　PP．137－138

｛21）　AICPA，　o♪．　cit．，　pp．132－133

⑳　二社とも流動負債の中で自家保証準備金（Setf－insttranee　reserx，e）の表題を使

　っている。あとの60社は，資本の部のすぐ上のところ；二「リザーブの部」を設定

　し記載している場合が多い。また僅かであるが，同じ位置に「その他の負債二〇

　見出しを掲げこの中に含めているのもみられる。

H　引当金理論の吟味

　引当金がreserveより訳され，公式な会計川語として用いられたのは，昭

和9年の商工省財務管理委員会の貸借対照表である。委員会が制定したr財

務諸表準則」に引当勘定の規定がみられるが，そこで確立している概念は，

当時米国会計界で混乱のうちに多種の意味をもったreserveとは違った，も

っと狭義の整理された形となっている。すなわち期間損益計算である収益費

用対応の論理にもとづき，見積られた費用の留保金のみに限定しているので
　　の
ある。今口言われている減価償却引当金や貸倒引当金等の評価性り1当金と，

修繕引当金や退職給与引当金等の負債性引当金を対象としている。それとと

もに，剰余性Reserve，偶発性Reserveを表わすものとして：よ，積、Z金とか

準備金という用語を使い，一つの用語を乱用することによる誤解は避けられ

た。しかし，その後の財務諸表では次第に意味が拡大され剰余性引当金7商。

発性引当金も含む）が見られるようになった。
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　積立金とか準備金といった用語と独立して引当金が誕生したにもかかわら’

ず，剰余性の積立金にも引当金の用語を用い損益計算の中に入り込んできた一

原因はいくつか考えられよう。例えば，①期間損益計算の意義に関する現実：

的理解が実務界の各層に浸透したとは必ずしも言えない状態であったこと。

従って，損益計算上の引当金会計と積立金会計の混合によって生じるであろ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
う幣害については，考慮が払われていたとはいいがたい。②引当金と積立金一

とはその性質が類似している面をもっている。共に決算の前後に，単なる帳

簿上の振替により設定されるもので資産の受払いを伴なわない。また修繕弘

当金のごとく引当金の中には債権者が特定しておらず，法律上は債務となり

得なし㍑のもある。これは会社解散の場合でも弁済の必要がないことから留

保利益の積立金と混同されやすい。③語源がreserveであることから，米国：

におけるreserveの性格（留保利益とする）と混合された。④引当金の会計理

　　　　　　　　　　　　　　　くめ
論が確立するまでに至らなかった等が考えられる。

　過日の「商法計算規定」改正および「株式会社の貸借対照表及び損益計算

書に関する規則」の制定により，引当金の概念は一層歪められる結果となっ．

た。商法1こ新たに規定された第287条2の1項および2項は，「特定の支出又＿

は損失に備うるために引当金を貸借対照表の負債の部に計上するときは，そ

の目的を貸借対照表に於て明らかにすることを要す」。「前項の引当金をその

目的外に使用するときはその理由を損益計算書に記戴することを要す」であ’

る。この条文は引当金の定義をしていない。従って解釈上その意義および範

囲が問題となった。引当金の設定条件は「特定の支出又は損失に備うるた

め」ということになるが，ここから「特定引当金」という用語が生れた。特．

定引当金について，商法学者の中でも狭義と広義の解釈が生じ，前者は会計’

理論上の負債性引当金に限定するのに対し，後者は，内容は剰余性積立金で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この　びくの
あっても引当金の用語を付せばそれも含まれるとするものである。経団連を’

はじめとして実務界はこぞって広義解釈をした。企業は，好業績を挙げると

決算貸借対照表の負債の部に引当金欄を設けていくつもの剰余性引当金を掲F
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
げ，利益の平準化を意図する例が多くみられる。この実情からすれば，正し

い経理の公開が財務諸表を通して十分実施されているとは考えられない。

　引当金会計理論の通説とされている概念は，財務諸表の表示問題として，

あるいは貸借対照表に掲記されるべく設定計上された結果を中心として論主

られてきた。企業会計原則注解16は，「引当金には評価勘定に属するものと

負債的性質をもつものとの区別があるが，後者については，流動負債に属す

るものと固定負債に属するものとを区別する必要がある。」と述べている。

この前段の部分は，引当金を評価性引当金と負債性引当金の二つに区分した

ものであり，引当金のうち資産評価額としての性格をもつものは，貸借対照

表資産の部に控除項目として記載されることを指示し，負債性のものは，後

段において負債の部に掲載記入されるという表示方式を示している。このよ

うに表示を基準として二つに分類されているのである。

　負債性引当金は，財務諸表規則取扱要領100で定義されているものを会計

理論でも採用しているようである。すなわち，「将来における特定の支出に

対する準備額であってその負担が当該事業年度に属し，その金額を見積るこ

とができるもの」とある。ここでは一応概念が示されているようであるが，

商法の引当金と同様文理E必ずしも明確であるとはいえない。「特定の支出

に対する準備額」は，利益留保の積立金にも適用できる。また「その負担が

’Ll該事業年度に属し」についてもその負担とは何であるか明らかとはいえな

いし，’1滋’ll二業年度に属しとは，ある年度に現実に記録計Eしたものを指し

ているとも解釈できる。しかしこの様な問題があるとしても現在のところ成

文化している規則，原則，基準といったものの中では，もっとも積極的な引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
当金の定義づけということができよう。

　引当金の本質や属性については問われ続けてきたが，近年になって，その

本質ぱ，費川収益対応の原則にもとついた見積り費川であることを強調する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
損益計算的立場から従来の会計理論を見直す発言が多くなった。企業会計原

則にみられるような引当金を，設定の結果として論ずるのてはなく，設定原
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因にさかのぼり論議し直すというものである。この立場から引当金を定義し

たもので，かつこの度の企業会計原則修正案に少なからず影響を与えたと思

われるものに，江村稔教授の「当期間中にいまだ発生もしくは存在していな

い事象にかかる金額を，費用として見越計上したことによって生ずる貸方項

　ゆ
日」というのがある。ここにおける「いまだ発生もしくは存在していない’liニ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エの
象」とは，将来において「発生する」ことを指しており，これまで評価性引

当金の典型とされていた減価償却引当金は，既に発生済の不確定費川である

　　　　　　　　　ゆ
ことから枠外となる。また貸倒引当金については，債権評価ということより

（⑱

も将来発生する見積り費用に中心点をおく見方をとり引当針こ含めている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロリ
　この理論を採用すると思われるものが他にもみられるが，その一致した論

旨は，将来発生する見積り費用の当期帰属性を強調したものであり，更に貸

倒引当金の本質を評価勘定としてでぱなく，将来の見積り費用としているこ

とにあるc

　引当金は，一会計期間に実現した収益を適切に把え，それに対応賦課する

費川を算定するという収益費用対応の理論を基盤に置いたものである。その

基本的な特性は，当期に属する不確定費川を計上する点に求められる。ここ

より，引当金とは，発生主義にもとつく費用の見積り計上により生ずる貸方

項［1であるということができる。貸借対照表の表示を基調とした財産法的見

解を残すものとみられる会計原則の引当金論を支持するものではないが，負

債性引当金も評価性引当金も不確定費用という基本的特性によって包含され

てもよいのではないかと考えられる。また貸倒引当金は，評価勘定とみるべ

きてあって対象は債権一般におよぶのが妥当であろう。

　米国においてreserveは，剰余性の留保金に限定使用され今日に至ってい

るcわが国の引当金は，費用性を本質とするのであるから，言吾源をreserveと

するよりもむしろドイツのRuckstellun9にとることの方がよい。　Riickは控

除を．Stellungは留保，積∪：を意味するものである。すなわち控除的留保金

となり，本来的意味からすれば減価償却引当金や貸倒引当金を指すことにな
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〔D

る。この用語は，1937年のドイツ株式法に使用されているが，貸借対照表の

構造を定める第131条1項BIVに貸借対照表の雛形が掲げられており，その

中に　Ruckstellullgell　fifr　ungewisse　Schulden（不｛雁1実債務に対する引当金）と

いう項目がみられる。これは当時会計用語として使用されていたReserven
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロの
（準備金）やRticklagen（留保金）とは異った費用性のものを指している。

　前掲のFinney＆Millerの原因別reserve分類は，費用に対応されるも

の，剰余金勘定に対応されるもの，および資産勘定に対応されるものとに区

分していた。負債性引’1倫も評価性引当金も費用に対応されるものとされ，

減価償却引当金も評lllH替積こ乙金などを内容とする資産に対応されるものとは

厳格な区分をしている。

　引当金概念を．不確定費用の見積り計上により生ずる貸方項日であること

を明確化することにより，評価性とか負債性の呼称は不要となる。

注山　財務諸表準則の［lnの「貸借対照表準則　12」に，引当勘定の見出しで次の様な

　　規定がみられる。

　　S3．引当勘定は特定の損失に対する準備にして，その負担が当該会計年度に属し

　　　その金額が見稿りにより定められたものを示す。

　　　　利益の留保，寄附金の受納等によりて特殊の基金又は資金を設けたるときは，

　　　引当勘定に準じてこれを処理すべし。

　　S4．引当勘定は目的とする損失の種類によりこれを次の如く分類する。

　　　（O　特定せる資産の減価，例えば「減価償却引当金」「貸倒引当金」の如し。

　　　（P，特定の損費，例えば「修繕引当金」「納税引当金」r退職給与引当金」の如

　　　　し．

　　85　引当勘定に相当する資産を営業資産より区別する場合に於ては，これを特定

　　　資産として示すべし。

　　86．固定資産の償却額は当該資産の金額よりこれを控除することを原則とする

　　　も，固定資産は原価又はその他の金額をもって示し，別に「減価償却弓｜当金」

　　　なる科f’iにその償却額を計上することをうる。

　　　この規定では，米国会目’界で用語の使用限定を行い，結局reserveの用語を用い

　　たい二ととした資産の償却および評価の諸項目と負債を表わす1，のに引当金の概

　　念を定めていることに注日する必要がある。尚ここで初めて「引当金」という会

　　計概念が確立したとみることができる．（参照，片野一郎著『口本財務諸表制度
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の展開』同文館，昭和43，157ページ）。但し，準則の361二次の様な規定がある。

36．特定の日的を有する引当金又は積立金をその口的のため支出し損益計算鳥

　にこれを掲げる場合には，この計算区分に於てその支出を損失となし，引当金

　　又は積立金戻入を利益として計上すべし。

　この条文にそった会計処理をすれば次のような特殊な方法をとることになる．

　　第1年度決算で退職給与引当金の繰入れ。

　　　（借）退職給与引当金繰入　×××　　（☆）退職給与引当金　　　××

　　第2年度で退職金支払いが生じた。

　　　（借）退職金　　　　　　　××　　（☆）現金　　　　　　　×X

　　　（借）退職給与引当金　　　　××　　（貸）退職給与引当金戻人　く×

　　この経理方法では，退職給与引当金は費用に対応するものとしてではなく単な

　る利益沼保の性格が強いことになる。従って35項は，会計理論ヒからは問題であ

　る。

②注（1）に示した準則の35項は，事芙上債立金を損益会計二導入することを法的．二

　認可する規定となった．

③　修繕引当金は，債権者が特定しないので去律上：k条件付債務にもならな．．・故

　に商法学者の中ではこれを留保利益の積立金であるとする説もある。　（味村治稿

　「引当金と商法］企業会計19巻12号　48ページ）、

（4）企業会計原則では引当金の定義をしていない。注解16においては評価勘定二属

　するものと，負債的1生質のものとを区別し，後者．二ついては流動，固定の∠分を

　いくつかの項日を掲げて説明しているにすぎない・特二昭和3g年の一部修正，うこ行

　われるまでは，留保利益に含めるべき「渇水準備金1が項n中にみられた

（5）引当金の用語を付さないで，準備金とか債立金という2t題のままで記載三1して

　いるのもある。例えば，災害補償準備金，自家保淡債立金，翰出損失準三備丘，fE

　宅積立金等。

（6）狭義説としては，並木俊芋隔「商去と法務省令におげる引当金の概念バ企業

　会計」16巻6号　82ページ），矢沢惇稿「改正商法、こよる企業会計の規則」（「ジ

　ュリスト」No．280　8ページ）。田中誠二，久保欣哉共著『新株式会祉会・・卜法」

　中央経済社昭39，286ページ等。広義説としては，味付治稿「引当金と商法」C企

　　業会計119巻12号　47ページ）および本稿前，tr・きの注（4）参照。

（7）芳野光男稿「利益剰余金性引当金の実態調査」C・企業会計」19巻12号　63ペー

　ジ）は東京証券取引所に上場している会社のうちで金融保険業を除いた411P　9月

　期（61社）および42ff－　3月期（6S7社）の企業を対象として，その監査報告苫で指

　摘された剰余性引当金の実態調査を分析している、それ二よれば，公認会汁士が，
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　過大計上あるいは費用性をもたないことなどのために利益剰余金であると指摘し

　た会社数およびその件数は，41年9月期（以下（前）とする）104社，179件，総

　額427．2（単位億円以下同じ），42年3月期（以下（後）とする）103社，169件，

　総額398．1であった。比較的多い項目および金額は，価格変動準備金（前）49件，

　81．0（後）43件，76．6。研究開発引当金（前）19件，80．8（後）25件，94．5。特

　別償却引当金（前）14件，113．8（後）16件，91．0。海外市場開拓準備金（前）

　10件，8．2　（後）9件，11．0。貸倒準備金（前）20件，49．6（後）14件，49．6。

　法人税等引当金（前）17件，13．5（後）11件，5．1。災害補填引当金（前）5件，

　26．6（後）5件，21．9。設備合理化引当金（前）6件，10．8（後）5件，10．7な

　どである。

（8）　「将来の支出準備として」と定義した規則を掲げてみるとこのほかに，前述の

　商工省産業合理局財務管理委員会の「財務諸表準則」（昭和9年），企画院「財務

　諸表準則草案」（昭和16年），証券取引委員会「旧財務諸表規則取扱要領137」お

　よび商法第287条の2がある。

《9）中島省吾稿「収益費用対応と引当金会計」（「企業会計」16巻6号80ページ），

　新井益太郎稿「会計学上の引当金の性格」（「税経通信」22巻14号82ページ），江

　村稔稿「引当金の本質と記載方法」（「会計」88巻5号1ページ），関ロ重之稿「引

　当金の本質」（「産業経理」21巻10号　157ページ），佐藤孝一稿「引当金の基本的

　特質」（「企業会計」16巻6号64ページ），高橋吉之助稿「引当金制度の本質と政

　策」（「産業経理」21巻4号　73ページ），土岐政蔵稿「引当金の境界」（「産業経

　理」21巻4号62ページ），太田哲三著『新訂貸借対照表作り方見方』国元書房．

　昭41，52ページ等にみられる。Finney＆Millerの原因に従った分類方法もこの

　範疇に属する。又拙稿の前掲論文も同様である。

⑩　会計学研究会「引当金の研究」（「企業会計」15巻12号　83ページ）の討論での

　発言。

ω江村稔稿「引当金の本質と記載方法」（「会計」88巻5号7ページ）。同氏稿「引

　当金の会計基準」（「産業経理」27巻10号　59ページ）参照。

⑫江村稔稿前掲論文7ページにおいて，「減価償却費の累計額を示す減価償却引

　当金は，見積り費用の計上による引当金とは，厳密に区別されなければならない。

　すなわち．減価償却引当金は，固定資産の財務諸表表示にあたり．減価償却費の

　累計額と固定資産の取得価額とをあわせて示すことが，企業の利害関係者に対し

　有用な情報を提供するものであるという考え方によったとき，はじめて生ずる概

　念にすぎない。」と述べている。

　　減価償却引当金は，単なる減価償却累計額を示すものと断定することには首肯

　しがたい。しかし将来発生する見積り費用ではなく，既に蒙っている筈の費用の
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　見積りであるからこの定義をとるならば枠外になるL

「13）江村稔稿前掲論文10ページにおいて「貸倒引当額として計上さるべき費用は．

　販売債権としての売掛金，受取手形にかんするものに限られなければならない。

　債権評価という考え方によるときは，債権一般について，貸倒引当金を設定しう

　るのに対し，期間費用の計上という立場においては，収益から控除することが合

　理的である金額が費用性をもつこととなるので，販売債権のみが重視される」と

　述べている。又「引当金の研究」前掲誌　74ページ）の討論の中でも氏の発言で

　は，貸倒引当金を将来発生する見稻り費用という立場でとらえている。

114）津曲直躬氏の見解は，引当金の定義を「次期以降におけるその発生が確実に予

　想され，その金額が合理的に予測される経済活動もしくは経済事実につき，期間

　損益計算に見越し計上される費用に照応する貸借対照表上の貸方項nである。」

　（1新版会計ハンドブック』中央経済社，昭42，491－496ページ）としている。そ

　して貸倒引当金の本質は，資産評価額をあらわすものではなく，費用性引当金と

　して認識されなければならないと説明している。しかし，当然定義の枠外とする

　派価償却引当金については何ら言及していない。

　　細田未吉氏の見解は，「引当金とは，将来発生する費用で当期に帰属すると判断

　されるものを合理的な見積り計算にもとづき当期の費用に計上した結果として，

　その費用計上金額に対応して生じた貸方科目」（「引当金の設定と収益費用対応の

　原則」産業経理28巻12号46ページ）であるとして，減価償却引当金は，「将来の

　費用計上に基づく本来の引当金と厳格に区分されるべきであり，引当金の範疇か

　らi；；rt外される」（「引当金設定基準の理論構成」企業会計20巻12号104ページ）と

　述べているt／しかし，貸倒引当金については，本来の引当金であるというのであ

　るか．理由は述べられていない。私見のごとく，その本質は評価勘定であるとす

　る者にとっては不可解である。

C15）沼田嘉穂著『精説会計学』白桃、！’，房昭39，281ページ参照」拙稿　前掲論文で

　も論じている。

個　1931年の株式法改正においてもみられる（第261条a第1項B皿）が，ここでは

　Rtickstelltingenとだけなっている、

IH　企業会計原則修正案における引当金

　昭和43年9月に法務省民事局参事官室が「株式会社監査制度改正試案」を

公表した、この要旨は，資本金1億円以上の株式会社の会計監査は監査役で
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なく，公認会計上または監査法人に行わせることにして，商法監査と証券取

引法にもとつく財務諸表監査とを一元化しょうとするものである。公表以来

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いこれについての意見が各方面から寄せられているが，その実施にあたっては

商法上の会計基準である商法「会社の計算」規定および法務省令「株式会社

の貸借対照表及び損益計算書に関する規則」と財務諸表監査の会計基準とさ

れる「企業会計原則」および「財務諸表規則」との調整を行なう必要が生じ

ている⊂

　商法監査と財務諸表監査の一元化という背景の下に，昭和44年8月大蔵省

証券局幹・拉よ，「企業会計原則修正案」および「企業会計原則注解修正案」

を公表した。企業会計原則は，昭和38年にも商法側に妥協したことは一般に

知られているところであるが，この修正案は更にそれを上廻る全面的な歩み

寄りを示しているものとして，会計側の批判は会計原則の本質論に立戻った

　　　　　　　　　　　　　ぽ形でなされるものすら見られた。
〔3｝

　この聴修正案の最終案が公表された。これは，商法に対する改正要望事

項について所要の措置がとられ，商法改正法が成立したのち修正企業会計原

則を確定しようとするものである。当面は法制審議会商法部会における審議

の資料とされるものである。

　企業会計原則の修正において引当金は，重要項目の一つとされていたが，

それに、これまでの財務諸表監査で監査報告書における限定事項が非常に多

かった二とによるからであろう。商法，税法および財務諸表規則において引

当金規定が一致しておらず，またそれぞれの法規でも引当金についての明確

な規定が設定されていたとはいえない。また企業の会計実務が商法と税法の

規定に従って実施されており，一部大企業がこれに加えて財務諸表規則の適

用を受げている。その結果，商法，税法が実践面では優先され，企業会計原

則や財務諸表規則の立場からは多くの問題が生じていると考えられよう。

　引’［掩の会計実務の現状は，業績のあがっている企業は，利益留保の性格

である積立金に引当金の川語を付して，負債性引当金のごとく処理して利益
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の過小表示を行ない，業績のよくない企業は，当然引当計ヒを必要としてい

るものについてもその繰入計上を避け，利益の過大表示を行なおうとするこ

　　　　　　　　　　　　　　　のとが一般的となっているのである。引当金の計上を通して二のような企業の

利益操作が，適正な経営成績や財政状態の表示をゆがめ．財務諸表利用者：）

判断を誤らせ，更には企業の社会的責任を遂行せしめない二とにもなる。引

当金会計をめぐるこのような問題もその要囚の根本的な三二うには，引当石

会計理論の確立がみられず，特に「すべての企業がその会計を処理するに当

　　　　　　　　　　　　　　りって従わなければならない基準」とされる企業会計原則において，引当金・り

会計処理ならびに表示に関する規定が不備であったことにぶめられるのであ

る。

　修正案にみられる改正の主要点は，負債性引当金の会計理論上の性格を明

確にしたこと，これを前提として商法上の特定引当金や阻税特別措｛置法1：：）

準備金を利益留保的性格のものとして，その会計処理と表示の正しい在り方

を規定したことである。この改正の趣旨には特別の異論をもたないが，個々

の具体的内容には若干の問題が残されている。

　負債性引当金の定義については，注解〔注18〕において次ノ）ように規定さ

れた。

　「将来において特定の費用（又は収益の控除）たる亥出かψ：実1二起ると予想これ

当該支出の原因となる事実が当期二おいてすで二存在しており一1］該支出の金額を

合理的に見積もることができる場合には，その年度の収益の負担二属する金額を負

債性引当金として計上し，特定引当金と区別しなければならない一

　製品保証引当金，売上割戻引当金，景品費引当金，返品調整引当金，賞与引’！］金

工事補償引当金，退職給与引当金等がこれに該当する。

　負債性引当金は，金額は未確定であるが，その支出は確夫に起ると予想されるも

のであるから，偶発損失についてこれを計上することはできない．1

　この注解において問題とされるのは，本来的引当金を負債性引’｛冷に1』こ定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くのして，評価性引当faを除外したことである。また引’【］金ノ）要件とじ：，①旨

来，特定の費用または収益の控除たる支出が確実に起ると子想さ，i　”ること，
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②その支出の原因となる事実が当期に存在していること，③支出金額を合理

的に見積れることを掲げ，この三要件を満たした場合，その年度の負担に属

すると合理的に見積られる金額を引当金として計上するというのである。こ

れば従来と異なり，引’㍗桧概念の純化に積極的な方向をもつものとして一応

評価できる。

　負債性引当金の定義のijil　1の要件において，費用の概念は拡大されてお

り，収益に対応される費1｝［源価に加え，将来実現する収益に関連する控除部

分㌣経常的に生ずる81失部分（例えば，売上割戻引当金，返品調整引当金，および

二1事補｛」Y引当金等）をも包括していることである。AAAの1948年改訂版の報

告際よ，費円（⑪cnべという用語を損失（lo　g．　s）をも含む意味のものに改め，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ費用概念を狭義の収益街！｝活動外にまで拡大したが，わが国においては過日

の商法改正以来，引当金の範囲拡大の論議に関連した形てとりあげられてい

た．二の傾向を受け入れたものと考えられる。またここで問題とされること

は，発生時期の「確実性」である。いつ頃になったら，この程度のことが起

・：、てちうらとi．・うことが、証拠資料により会計士を納得させうる場合が妥当

とされよら⊃

　第2の要件は，引’！］金の木質である「費用負担の当期帰II属性一1を述べたも

v’・’）と杉えられるcこれは当101における収益との対応性の中で問題とすべきも

・1）であり，引’1肩cの設定原因たる費1ijヵ…］期の経乍亨活動に起囚しており，当

則の収益に藁献し『ているか，あるいは収益実現にともなって経常的に生ずる

：、のであ乙かを証明しうる場合に要件を満足するものであろう。またその金

額が碕定していないのであるから第3の要件の「その金額が合理的に見積ら

烈る二と」が必要となる。この見積りは期間損益計算を歪曲するような方法

三になく，当期問に発生したと考えられる費用額を越えドこ設定されてはなら

ないことに力点か置かれるc

　引当金の特性を’∫｛期に属する不確定費用の計上とみるならば，第2および

第3の要件で充分てある。第1の要件「将来において特定の支出が予想され
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る」によって評価性引当金が除外されているのである。注解「注17二に．二

貸倒引当金および減価償却引当金の用語は残されているが，既に慣行化され

　　　　　　　　　　　　　　　　ゆている用語を簡単には否定し得ないという消極的理由によるもので，定義は

されていない。減価償却引当金ぱ，当期の引当額に対するものにのみ使用さ

れるべきであり，財務諸表において累積分総額を表わすものとしては適当て

なく1減価償却引当累積額」といった用語を使用することが必要とされるが

貸倒引当金とともに本来的引当金の中に含めな：ナればならないもの三考え

る。

　修正案Eの引当金でもv．とも憂慮されるのは，商法の特定引’：］金を会計理

論上の負債性引当金の枠外，すなわち利益留保的性格のものてある二とを容

認したことである。注解〔注14〕には「負債性引当金以外の引当金にっい

て」の表題で次のような条項が規定されている。

　　　「負債性引当金以外の引当金を計上することが法令によつて認められていろ二き

　　は，当該引当金の繰入額又は取崩額は未処分損益計算の区分に記載する．

　　なお，これらの引当金の残高についてi．k賭対照表の負債の部iこ特定引当金の

　　部を設けて記載する。

　商法287条の2による引当金は，「特定の支出又は損失に備えるため．のも

のであり，これまで特定引当金と呼ばれていた。この引’L寵の性格について

は，会計理論上の負債性引当金の範囲に留まるとする狭義説と，文。i一通り何

等かの意味で支出や損失が特定できればよいという二とで．剰余性の準備金

にまで拡大した広義説とが対立していた。商法学者にしても会計学界におい

ても通説は前者であった。それが修正案において実務界の採川していた広義

説を容認したのである。評価性引当金を別として，負債性引’㌢鏡以’1トの引当

金ぱ，名称はどうであれ利益処分に属し貸借対照表ては資本の部に含めうれ

なけれぽならない。これを負債の部に掲げる二とを公的に承認したのであ

る。公認会計士はこれによって監査に際してどんなに多くの特定引当金が見

られても限定’封項の対象とすることができないこととなった。特定引当金の
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繰入額および取崩額は，これまでの実務では期間損益計算の中にみられろ列

が多かったのを費用性引当金と対称区分することにより，未処分利益の増減

計算内に規定したことは進歩であるが，その残高を商法の規定上負債の部に

報告されても仕方がないということは非論理的であるといわざるをえない。

　昭和44年8月の大蔵省，i［E券局幹事案ではこのところが負債の部と資本の部

の中間に「特定引当金の部」を設けて記載するようになっていた。この方が

注解前段の部分に照合しょう。もとよりこのような部の設定には必らずしも

同意を表わすものではないが，負債の部への記載よりは財務諸表利用者の判

断を誤らせる危険は少ないと思われる。

　　「特定引当金の部」は，大蔵省証券局幹事案にとどまったにすぎなかった

がこの表示方法に影響を与えたと考えられるものは，法務省令「株式会社の

貸借対照表及び損益計算書に関する規則」の第25条および32条にみら］1る負

債の部を流動，固定，引当金の三区分にし，商法第287条2の引当金は一括

　　　　　　　　　　　こめして引当金の部へ記載するという引当金区分記載の方法にあったことは否め

ないところである。しかし近年，引当金区分への一括記載を強く主張する会
　　　ゆ
計理論もみられ，これが考慮されたようにも思われる。負債の部と資本の部

の中間に「引当金の部」を設定することの主張は，貸借対照表の持つ機能が

「投一ドされた資本およびその回収の状況を明示するという意味の財政状態を

　　　　　　　　コロリ
示すことにある」という資本持分論を、膓1脚点とし，「そのような貸借対照表

で財政状態を報告しょうとする場合に，負債としての実態を欠い二いろ引当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロの　ぴしトカ金は別に示す方が情報の提供という意味では便利である」というのてある。

　以前，米国において公表貸借対照表の貸方に「リザーブの部」が屡々見受

けらオ・たとき・AAAはこれを廃止し，積立金，資産または負債の評1醐定

あるいは負債に所属さすべきことを勧告した。その後reserveの用語は，費

用に対応するものには使用を中止し，利益処分によるものに限定して使川す

る傾向となり，今日これが慣行化したとみられよう。しかし貸借対照表上に

は依然として「リザーブの部」が散見され，その中には剰余性のreserveが
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　　　　　　が
記載されている。

　資本持分論を基調とした貸借対照表貸方の三区分説は，この「リザーブの

部」とは明らかに異なるといわなければならない。三区分説における「引当

金の部」は，負債性引当金を中心とし，加えて多数の人々の納得にもとつい

た特定の損失に備える引当金なり準備金まがいのものなりがそこに記載され

ることとなろう。しかし，今日米国の公表貸借対照表にみられる「リザーブ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぱ
の部」は，積立を承認された剰余性のreserveがその中核である。このよう

な性格の区分は，資本の部の延長と考えられるので本来的には負債および資

本の二区分説に変化はないといえよう。

　三区分説は，この意味で会計理論上全く別個の提案と考えるが，「特定引

当金の部」をその内容が利益処分であり，所有者持分の延長として資本の部

の上に設定するというのが幹事案の主旨であれば，純会計理論の枠外で考慮

されることが可能であったとおもわれる。’ しかし，この場合負債の部に記載

される会計理論上の引当金と「特定引当金の部」に計上される剰余性のもの

とが同じ引当金なる用語を使用するならば，損益計算上の引当金会計と剰余

金会計との混合接触を排除する命題の根本解決とはならないであろう。

注（1）企業会計審議会は，昭和43年12月に「監査制度改善に関する商法改正試案につ

　　いて」の意見書を発表し，商法監査と財務諸表監査との調整に関する基本的な方

　　針として，両者のよるべき会計基準の調整を図ることが必要であることを指摘し

　　ている。その理由は，「会計監査は，会社の計算書類につき，会計処理及び表示

　　に関する一定の基準に照らして会計監査人としての意見を表明するものであるか

　　　ら，これらの基準を商法と証券取引法とで一致させる必要がある」というのであ

　　　るむ

　　12）．例えば阪本安一稿「企業会計原則修正案と会計原則本来の使命」（「企業会計」

　　21巻11号　36ページ）。宮上一男稿「企業会計原則および同注解の修正案につい

　　　て」（「会計」96巻6号　6ベージ以下）。青木倫太郎稿「継続性と引当金の諸問

　　　題」（「企業会計」21巻12号　4ページ）。飯野利夫稿「企業会計原則修正案のな

　　　げかけたもの」（「産業経理」29巻10号　114ベージ）等。

　　（3）昭和44年12月16日，大蔵省企業会計審議会報告として「商法と企業会計原則と
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　の調整について」．が発表された。この主文は短いものであるが，別添として「企

　業会計原則修正案」および「企業会計原則注解修正案」が付されている。これ

　は，8月5日付の修正案に審議検討を加えた結果としてまとめられた修正最終案

　である。

（4）この場合．費用に対応する貸方科目として認められるものであっても，その実

　現額以上と予測される繰入額は，利益留保となる。これに関する規定としては，

　1948年のイギリス会社法（Companies　ACt）第8スケジュール27において「未確

　定な負債の支払に対して引当を行うことにより留保された金額が，取締役の意見

　によってその目的のために合理的に必要とされる額を超えると判断された場合，

　その超過額は引当金としてではなく，積立金として取扱わなければならない」と

　ある。また減価償却会計において，正当の理由がない継続性の変更により引当額

　を操作することがしばしばみられるが，これも利益操作と関連している場合が多

　いo

（5）’経済安定本部企業会計制度調査会中間報告「企業会計原則の設定について」目

　的二の1。

（6）注解（注14）では，商法上の特定引当金を負債性引当金と区分して貸借対照表

　上別個に掲げるべきことを示しているが，「負債性引当金以外の引当金を計上す

　ることが法令によって認められているときは……」となっており，文理上からは

　評価性引当金も含まれる筈であるが，ここでは枠外として扱っている。

（7）AAA，　Acc…nti・g　c・nc・Pts　and　standa・d・　underlYi・g　…’pa・ate　fiha・・lat

　stateMentS，1948　Revisienの中では，費用概念について拡大解釈をとっている。

　すなわち費用は，得意先に販売された商品の売上原価のごとく．期間の収益に直

　接対応されうるもの。例えば給料等が含まれる一般管理費，販売費のごとく，そ

　の期間の収益に間接的に対応されうるもの。さらに，洪水，火災に4る損失のご

　とく，その期間の収益の稼得に関連はしないが，資産原価が費消したことがその

　期に測定しうるものを含むとされている。このうちの3項は純然たる損失であ

　り．ここまで拡大すれば偶発損失準備金（例えば渇水準備金）は費用性をもつ引

　当金となる。しかし貸借対照表上偶発損失準備金が負債の部に表示された例は下

　の表の通りほとんどない。（AICPA，　op．ぱ．　pp．124－125）

　　　　　　　　　　　　1965　　　1960　　　1955　　　1950

　　　流動負債の部　　　一　　　一　　　1　　　2

　　　資本の部　　28　」旦　＿ヱ！　．旦
　　　　　　　　　　　　28　　　　　47　　　　　72．　　　155　．　　　　、　　　　　　「，

　　修正案で費用概念は拡大されているが，偶発損失は費用の枠外としている。わ
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　が国の会計慣行からして当然のことである。尚本論工の注（9）参照。

（8）高木清三郎稿「企業会計原則修正案の解説」　（「産業経理」30巻2号　52ペー

　ジ）。

⑨結局修正案ではこれがそっくり採用されたわけである。

ω　例えば，江村稔稿「引当金と利益剰余金」（「産業経理」21巻10号148ページ）。

　津曲直躬稿「引当金勘定」（『新版会計ハンドブック』中央経済社，昭42．496ペー

　ジ）等。

ω　会計学研究会「引当金の研究」（「企業会計」15巻12号　93ページ）での江村教

　授の発言。

⑫　江村教授は，引当金の費用性の根拠に関連して，「収益と費用との対応関係と

　いう考え方をもってしては．引当金の設定を説明できない場合にはとうぜん，そ

　の設定の当否は，ある金額を当期の収益に負担せしめようとする考え方そのもの

　の当否として問われることになり，この場合には，予定されている事実の発生の

　確実性などについての納得性の有無大小が問われ，多数の人々の納得をえるかぎ

　り，当期費用として計上できる。財産損失にそなえる引当金や将来に行なわれる

　特定の行事にそなえる引当金など，これを要するに「特定の支出又は損失に備え

　るための引当金」の設定は，期間計算としての企業会計において，完全に否定し

　えない」（「会計」97巻2号　53ページ）とする。すなわち，期間費用の性格はも

　たないが，なお剰余性引当金の概念に含ましめられないものの存在を認め，その

　ような中間的性格が引当金に少なからず付滞するから「引当金」の部が必要であ

　るということのようである。ここで「多数の人々の納得をえる」ということの対

　称は株主総会の承認という形でもよいというのであろう。しかしわが国の株主総

　会は，多分に形式化した面があり，会計理論の基盤に立った判定を得ることは困

　難と考えられる。

⑬今日の公表貸借対照表上において，reserveの記載される場所は，もつとも一

　般化しているのは資本の部の上，流動負債の下である。その総合区分の表題は，

“Reserves”であったり，“Other　Liabilities　and　Reserves”や“Other　Liabi“ties”

　等もみられる。（AICPA，　op，　d’．　P．124。　H．　A．　Fi㎜ey＆H．　E．　Miller，」椀π一

　Ciples　o∫．Aceozmting：intermediate，　New　York　1958，　P．445等を参照。またJ．

　M．Palen，　Repart　Writing　fer　Aeeountants，　New　York　1955，　pp．148－149．

　pp・160－161にみられる貸借対照表参照）

⑭　「リザーブの部」にみられる個別項目には，次のようなものが代表的なものと

　してあげられる。偶発損失準備金，従業員福利厚生準備金，海外活動準備金，補

　償（担保）準備金，自家保険準備金，財産損失準備金，税金準備金，信用投資準

　備金，投資損失準備金等（AICPA，　op．　cξ’．　PP．124－147参照）。
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IV　「特設準備金の部」の提案

　ドイツ株式法の1831年法では，Rtickstellungenは貸1昔二対照表貸方の一項目

として，ReservefondsとWertberichtigungsPosten（価値修［ll額）の間にみら
　　の

れた。1937年の改正法では，これに限定がつ：ナられてRuckstellungen　fbr

ullgewisse　Schulden（不任実債務；c対する引当金）となり，その後の1958年報告

者草案第148条1項貸方IV，1960年政府草案第144条1項貸方IVに引継がれて

いる。このようにドイツでは，引当金はいわゆる負債性引当金に限定されて

今日に至っている。

　1965年の改正株式法では，「不確実債務に対する」の限定用語は除かれ，

再びRtickstellungenに戻っているが，代りにその内容について次のごとく

詳細な規定が設定された。

　引当金は，不確実な債務およぴ決済未了の取引から生ずるおそれのある損失につ

いてのみ，設定することができる、上のほか，引当金は，つぎに掲げるもの，こつい

て設定することができる。

①　当該営業年度において支出されなかった修繕または廃物除却のための費用てあ

　って，次営業年度において支出されるもの。

②　法律ヒの債務なしに行なわれる保証。

　上の各引当金は，その日的を詳細に表示して，区別して掲げなければならな1．・。

これ以外の日的のため，なんらの引当金も設定することができない、［退職年金引

当金」の項日中には，－k’払中の年金二ついての引当金および年金期待｛髭のための引

　　　　　　　　　　　の
当金を掲げなければならない．

　この条文では，引当金とは①不確実債務に対する引当金。②決済未∫の取

引から生ずるおそれのある損失に対する引’［捻。③当期に未9となった修繕

や廃物除却の費用に対する引当金。④法律Eの債務なしで行なう保証に対す

ろ引当金を指している。尚③と④は，1960年の政府草案にはみられなかった

もので，その負債性は前二項に比べて薄いと考えられる。この引当金額計上

については，第156条4項で規定された。
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　　引当金は，合理的な商人の判断により必要な金額の範囲に限り，これを設定する

　ことができる。

　一方，減価償却引当金等のいわゆる評価性引当金は，引当金の範疇とはさ

れておらず，「価値修正額」として，①有形固定資産，②資本参加の有価証

券，③固定資産たる有価証券，④債権に対する一般的な信用危険に対し，設

　　　　　　　　　　　　　　　　　くの定計上することができるとされている。この④は，貸倒引当金とみることが

できるが，一括価値修正額としてのみ計上できるとなっており，例えぽ個々

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くめ
の売掛金の回収可能性といったことは必要とされていない。

　ドイツ株式法にみられる引当金規定には，その範囲を負債性引当金に限定

しているとか，費用概念が広義にとられる傾向にあり，法律上負債性の希薄・

なものも引当計上を認められているとか，あるいは，貸倒損失の計上に際し

て個々の売掛金の回収可能性を考慮しない等興味のある事項がみられる。し

かし，それとともに注目しなければならないのは，貸借対照表における表示

方法である。

　ドイツ株式法では，消極側（貸方側）を負債と資本に大分類し・さらに各々

を中・小分類する方式ではない。消極側は資本金，公開準備金，価値修正費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
引当金等8項目の中分類に分かれている。また税法が特別措置で計上を認め

ている準備金の表示については，別に規定（第152条5項）を設けている。

　　　税法の規定にもとづき，その取崩しに際して初めて課税されるぺき項目を消極の

　　部に掲げられるときは，この項目は，公開準備金から区別し，それが設定される根

　　拠となる規定を示して，消極の部「第2①準備金たる部分をもつ特別項目」として

　　掲げなければならない。

　この規定は，非課税の積立金を一般の積立金，準備金と区別して表示する

ことを要求したものである。わが国では，同様のものが，引当金とか準備金

の用語を用いて負債の部に掲げられているわけである。

　今日，米国における公表貸借対照表にみられる貸方側の大分類は，基本的

には負債および資本の二分類であるが，両者の中間に「リザーブの部」を設

けた三区分のものも見受けられる。
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　この「リザーブの部」は，租税対策，外国貿易上の危険損失，社内保険，従

業員の福利厚生，減価償却費とは別個の資産保全のための目的でreserveの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
用語を付して留保した積立金等を掲載する部門として用いられている。その

沿革は，reserveの混乱時代から始まったものであったが，その後の用語使

用の改善によりreserveの内容を，利益処分としての積立金の範疇に整理す

ることができた結果，「リザーブの部」は，貸借対照表上にみられても資本

の部の延長にすぎないこととなり，統計や財務分析の資料に利用する場合，

究極には資本の部に含ましめられるものとなっている。

　ドイツ株式法の規定する貸借対照表上の「準備金たる部分をもつ特別項目

の部」と，この「リザーブの部」は，その内容において異なるものではある

が，わが国の引当金会計の純化には，両者共注目すべきものである。

　法人税法で損金設定を認めている貸倒引当金，返品調整引当金，賞与引当

金，退職給与引当金，特別修繕引当金等，また通達において認められている

減価償却引当金，景品引当金等は，会計理論上もその費用性を認められるも

のではあるが，企業によっては，税法の限度内の計上であっても，費用対応

額を超えた準備金の性格の額を含む場合も考えられる。また租税特別措置法

上損金設定を認められる価格変動準備金，海外市場開拓準備金，中小企業海

外市場開拓準備金，海外投資損失準備金，証券取引責任準備金，渇水準備

金，違約損失補償準備金，探鉱準備金等および取扱上基本通達などにおいて

認められている各種の準備金は，その本質において費用性が極めて薄いもの

が多い。このような税法上の特典により損金計上を認められているもので，

費用性引当金の範囲を超える準備金，積立金部分を貸借対照表上区分表示す

ることがのぞましい。これはドイツ株式法が採用している区分表示規定と全

く同様の主旨となるが，引当金会計理論の表示問題として改めてとりあげる

べきものである。

　大蔵省証券局幹事案においては「特定引当金の部」の設定が提案されてい

feが，この意味からは一歩前進したものとみることができる。しかし再び
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reserve論議に立戻るならば，このような表示区分に引当金の用語を使用す

ることは，新たな混乱を予想せしめはするが，引当金会計の純化を根本的に

推し進めるものではないことが明瞭となる。法令によって認められた非課税

の準備金を示す区分であるから，「準備金の部」とか「特設準備金の部」と

いった表題とすべきものであり，またそこに掲げられる個々の項目には，引

当金の用語を付することが適当でないことを勧告する必要があろう。更に，

米国の公表貸借対照表では，「リザーブの部」に掲げられた項目と金額につ

いては，必らずといってよいほど詳細な注記が付されている。「特設準備金

の部」についても同様のことが要求されて然るべきである。

　商法第287条2の規定は，負債概念を悠意的に拡大したという結果になっ

ていることから，この規則の改正が待たれるが，用語使用の上からも批判さ

れるべきものである。

注（1）本論皿の注鵠参照。

　　（2）Akt語㎎esets第152条7項。条文の訳は，八木弘，河本一郎，正亀慶介共訳「ド

　　イツ株式法邦訳」（『神戸法学雑誌』16巻4号841ページ）による。尚本文中に引

　　用した1965年法の他の条文の訳も同様三氏によるものである。

　㈲第152条6項。尚この条項には但書きがあり，「各項目に対応する価値修正額

　　　は，第1項第2文に準ずる項目分類ttより区別して，一括価値修正額は「債権に

　　対する一括価値修正額」として，掲げなければならない。」と記載方法を規定し

　　ている。

　　（4）この株式法の立場は，江村教授の見解と一致している（江村稔稿　前掲論文

　　10ページ参照）。

　　（5）第151条「年度貸借対照表の項目分類」で消極の部は次のような分類となって

　　いる。（『神戸法学雑誌』16巻4号846ページ「ドイッ株式法邦訳」による）。

　　第1　資本金

　　　第2　公開準備金　　①法定準備金，②その他の準備金（任意積立金）。

　　　第3　価値修正費

　　　第4　引当金　　①退職年金引当金，②長期の引当金，⑧その他の引当金。

　　　第5　4年以上の継続期間をもつ債務　　①借入金，②信用機関に対する債務．

　　　　　⑧その他の債務，

　　　　　第④ないし第⑧のうち，4年以内に弁済期に到来するもの。
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その他の債務　　①引渡しおよび給付にもとつく債務②為替手形の引受

および約束手形の振出にもとつく債務，③金融機関に対する債務で，第5

に属さないもの．④受取済の前受金，⑤連結企業に対する債務⑥その他

の債務。

計算限界項目

貸借対照表利益

　この分類の第4の「引当金」は，退職年金引当金のみが特別項目とされているこ

　とに特徴がみられるが，社会的，財務的にみて特に重要であるということにもと

　ついたものであろう。

（6）例えば，Generat　MOrtOrs　Co．の貸借対照表は，以前から「リザーブの部」を

　設けている。次に掲げたのは，1965年度（1965年12月31日付）の貸借対照表にみ

　られた「リザーブの部」の内容である、

　　　Reserves：

従業員福利厚生準備金

偶発損失準備金

国外営業危険準備金

雑損失準備金

　　　　合　計

＄　　26，281，468

　　30．800，000

　141，667，396

　　　30，951，614

S　229，700，478


